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住宅ストック活用・活性化の道筋

新たな「住生活基本計画」

「住生活基本法」に基づき策定される「住生活
基本計画（全国計画）」が5年ぶりに見直され、
2016年3月18日に閣議決定されました。その
見直しのポイントとして、以下の3点が挙げら
れています。
１.若年・子育て世帯や高齢者が安心して暮らす
ことができる住生活の実現

２.既存住宅の流通と空き家の利活用を促進し、
住宅ストック活用型市場への転換を加速

３. 住生活を支え、強い経済を実現するための
住生活産業を活性化

さらに具体的な目標としては、3つの視点か
ら８つの目標が掲げられています。
【居住者からの視点】
目標１ 結婚・出産を希望する若年世帯・子育て

世帯が安心して暮らせる住生活の実現

目標２ 高齢者が自立して暮らすことができる
住生活の実現

目標３ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居
住の安定の確保

【住宅ストックからの視点】
目標４ 住宅すごろくを超える新たな住宅循環

システムの構築
目標５ 建替えやリフォームによる安全で質の

高い住宅ストックへの更新
目標６ 急増する空き家の活用・除却の推進
【産業・地域からの視点】
目標７ 強い経済の実現に貢献する住生活産業

の成長
目標８ 住宅地の魅力の維持・向上

また、成果指標として具体的な数値目標も設
定されており、ここでは上記の【住宅ストックか
らの視点】にかかわる数値目標を紹介いたしま
す。

項目
現状値

（平成25、26年）
目標値

（平成37年）

既存住宅流通の市場規模 ※1

既存住宅流通量に占める既存住宅売買瑕疵保険に加入
した住宅の割合

耐震基準（昭和56年基準）が求める耐震性を有しない
住宅ストックの比率

25年以上の長期修繕計画に基づく修繕積立金を設定して
いる分譲マンションの管理組合の割合

空家等対策計画を策定した市区町村の全市区町村に
対する割合

4兆円 8兆円

5% 20%

新築住宅における認定長期優良住宅の割合 11.3% 20%

18% おおむね解消

リフォームの市場規模 ※2 7兆円 12兆円

省エネ基準を充たす住宅ストックの割合 6% 20%

マンション建替え等の件数 約250件 約500件

46% 70%

0割 おおむね8割

賃貸・売却用等以外の「その他空家」数 318万戸 400万戸程度に抑える

※国土交通省　作成資料より作成
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ペクションにかかわる資格制度にあたるもの
ですが、今後のリフォームおよび既存住宅流
通＝ストックビジネスにおいて重要な位置を
占めると思われますので、概要と既存の制度と
の違いなどを次項から詳しく解説いたします。
また、状況調査とかかわりが深いのが、既存住
宅に係る瑕疵保険制度です。新築住宅の瑕疵
保険制度は義務化されましたが、既存住宅に
係る瑕疵保険は任意加入となっています。任
意ではありますが瑕疵保険の加入率は住生活
基本計画の中でも数値目標が掲げられてお
り、こちらも今後のストックビジネスにおいて
は重要なファクターになりえると考え、改めて
制度や商品について解説いたしますので、知
識の再確認、ブラッシュアップにお役立てくだ
さい。

制度創設の背景と概要

「住生活基本計画」において、既存住宅が資
産となる「新たな住宅循環システム」を構築す
るため、建物状況調査（インスペクション）にお
ける人材育成等による検査の質の確保・向上
等を進めることとされています。この「既存住
宅状況調査技術者講習制度」を通じて、既存住
宅の調査の担い手となる技術者の育成を進め
ることにより、宅地建物取引業法の改正による
建物状況調査（インスペクション）の活用促進
や既存住宅売買瑕疵保険の活用等とあわせ
て、売主・買主が安心して取引できる市場環境
を整備し、既存住宅流通市場の活性化を推進
していくことを目的としています。

リフォーム、既存住宅流通の市場規模

複数ある数値目標の中で注目したいのがリ
フォーム・既存住宅流通の市場規模について
です（表中の※1と※2）。リフォームの市場規
模については平成25年時点での7兆円を平成
37年には12兆円とすること、既存住宅流通の
市場規模については同様に4兆円を8兆円と
することが掲げられ、両者を合わせた目標市場
規模は20兆円となっています。振り返ってみ
ると「2012年日本再生戦略」や「日本再興戦略 
改訂2015」においては「2020（平成32）年ま
でに実現すべき成果目標」としてリフォーム、
既存住宅流通の市場規模を20兆円（2010年
比で倍増）と設定しており、数値と達成年度だ
けを見ると当初計画の見直し（5年後ろ倒し）
にも見えます。ここ数年のリフォーム市場の規
模や既存住宅流通数は伸び悩んでいること
が、その一因と考えられますが、2006年や
2011年の住生活基本計画では既存住宅流通・
リフォームの市場規模についての具体的な数
値目標（20兆円）は掲げられていませんでした
（市場規模を20兆円とするべく既存住宅の流
通割合やリフォーム実施数の増加は数値設定
されていましたが）。つまり視点を変えると今
回の「平成37年までに20兆円（8兆円＋12兆
円）」は「満を持して掲げられた」とも言えるの
ではないでしょうか。今回の見直しをそのよう
に考えると、大きな目標であったものが、より
具体的な目標に落とし込まれた、つまりはその
目標の達成の優先度が高まり、より広い範囲で
その実現を志向する方向になり、今後はさらに
国の施策に色濃く反映されてくると予想され
ます。

具体的な施策

今回の住生活基本計画の見直し後に新たに
創設されたのが、「既存住宅状況調査技術者講
習制度」（平成29年2月）です。いわゆるインス

既存住宅状況調査
技術者講習制度
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既存住宅状況調査技術者講習制
度について 

既存住宅状況調査技術者講習制度は、一定
の要件を満たす講習を国土交通大臣が登録
し、講習実施機関が「既存住宅状況調査技術者
講習登録規程」に従って講習を実施する制度
となっています。

1.講習の登録申請
講習の登録には申請が必要となり、申請に必
要な書類については、「既存住宅状況調査技術
者講習登録規程」のほか、「既存住宅状況調査

技術者講習登録規程の解説」を参照下さい。

２.講習の登録の要件等
既存住宅状況調査技術者講習の登録に関す
る主な要件は以下の通りです。
・既存住宅の調査に関する手順、遵守事項、調
査内容等の講義を行うこと
・ＨＰ等における修了者等の情報の公表、相談
窓口の設置等を行うこと
これらのほか、講習実施機関は毎年度全国的
に講習を行うことなど、「既存住宅状況調査技
術者講習登録規程」に従って講習を実施する
こととなります。

住宅ストック活用・活性化の道筋

※国土交通省　作成資料より作成

既存住宅状況調査技術者講習制度の概要

講習の実施・修了証明書の交付

指導・除名等
指導・助言・勧告・登録抹消

売主（又は買主）

既存住宅状況調査
に関する相談

既存住宅状況調査
技術者の情報の公表

相談内容の確認等

講習機関

既存住宅
状況調査
技術者
（建築士）

登録申請

○ 講習機関は、建築士への講習を実施するほか、講習修了者の情報の公表、相談窓口の設置等を実施。

国

更新講習の受講

書面交付 依頼
既存住宅状況調査

ホーム
ページ

相談
窓口

登録

○ 既存住宅売買瑕疵保険の現場検査と同等の調査方法等（構造耐力上主要な部分及び雨水の浸入を防止する
部分の調査・耐震性に関する書類の確認）を規定。

既存住宅状況調査方法基準

既存住宅状況調査技術者講習登録規程

○平成２９年２月３日 講習登録規程・調査方法基準制定 ○平成２９年度以降 講習実施予定

○ 既存住宅の調査の担い手となる技術者の育成を図るため、講習登録規程に基づく既存住宅状況
調査技術者講習制度を創設。
○ 国の登録を受けた講習機関が建築士に講習を実施し、修了した建築士は調査方法基準に基づき
適正に調査を実施。

登録番号 講習実施機関の名称 登録年月日 ＵＲＬ

1 一般社団法人住宅瑕疵担保責任保険協会 平成29年  3月10日 http://kashihoken.or.jp/ 

2 公益社団法人日本建築士会連合会 平成29年  3月27日 http://www.kenchikushikai.or.jp/ 

3 一般社団法人全日本ハウスインスペクター協会 平成29年  5月26日 http://house-inspector.org/ 

4 一般社団法人日本木造住宅産業協会 平成29年  5月30日 http://www.mokujukyo.or.jp/ 

5 一般社団法人日本建築士事務所協会連合会 平成29年  6月  9日 http://www.njr.or.jp/ 

３.登録講習の実施機関一覧 

 ※平成29年8月1日現在
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媒介契約締結時に建物状況調査を行うことので
きる検査事業者のあっせんの可否を伝えること
が義務。 
（あっせん自体の義務ではない） 

仲介の対象住宅に建物調査が行われているか、
行われている場合には調査結果の概要を重要事
項説明で伝える必要あり。 

調査結果の概要を書面（いわゆる37条書面）によ
り交付する必要あり。 

媒介契約締結時に建物状況調査を行うこと
のできる検査事業者のあっせんの可否を伝え
ることが義務。（あっせん自体の義務ではない） 

仲介の対象住宅に建物調査が行われている
か、行われている場合には調査結果の概要を
重要事項説明で伝える必要あり。

調査結果の概要を書面（いわゆる37条書面）
により交付する必要あり。

４.修了者による調査の実施
既存住宅状況調査技術者講習を修了した建
築士（既存住宅状況調査技術者）は、国が定め
た「既存住宅状況調査方法基準」に従い、既存
住宅の調査を行うこととなります。
※既存住宅状況調査は、建築士法上の建築
物の調査に該当するため、建築士法第23条に
より、他人の求めに応じ報酬を得て調査業務を
行う際は、建築士事務所について都道府県知
事の登録を受けなければなりません。
 

宅地建物取引業法における既存
住宅状況調査について 

平成28年６月に宅地建物取引業法の一部
を改正する法律（平成28年法律第56号）が、
平成29年３月28日には宅地建物取引業法施
行規則の一部を改正する省令（平成29年国土
交通省令第13号）並びに平成29年国土交通
省告示第244号及び平成29年国土交通省告

示第245号がそれぞれ公布され、平成30年４
月１日より、宅建業者は「媒介契約締結時の既
存住宅状況調査技術者のあっせんの可否」お
よび「重要事項説明時の建物状況調査実施の
有無について説明する義務」が課されることと
なります。

既存住宅現況検査技術者と状況
調査技術者

「既存住宅現況検査技術者」とは国土交通省
が策定した「既存住宅インスペクション・ガイ
ドライン」（2013年6月）に準拠したインスペ
クション知識を習得できる「既存住宅現況検
査技術者講習」を修了した資格者であり、受講
対象は、すべての建築士に加え、適合判定資格
者、1級または2級建築施工管理技士となっ
ており、「長期優良住宅化リフォーム推進事
業」におけるインスペクター講習団体の有資格
者として登録されています。

改正宅建業法による取引フロー（イメージ）

※（一社）住宅瑕疵担保責任保険協会　作成資料より
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「状況調査技術者」との違いは、受講対象者
（状況調査は建築士のみ）と、資格有効期間が2
年間（状況調査は3年間）となり、さらに前述し
た改正宅建業法におけるインスペクションは
「状況調査技術者」によるものに限定されてい
る点です。ただし、「現況検査技術者」資格を有
している建築士は、「状況調査技術者【移行】講
習」を受講することで資格の移行が可能となっ
ています。なお、この移行講習は長期優良住宅
化リフォーム推進事業者のためのインスペク
ター講習登録団体に登録されている方も対象
となります（詳細は各団体へお問い合わせくだ
さい）。

一般社団法人住宅瑕疵担保責任
保険協会による「既存住宅状況調
査技術者講習」

既存住宅状況調査技術者講習の登録第一号
団体である「一般社団法人住宅瑕疵担保責任
保険協会」では、すべての建築士（1級、2級、
木造）の方を対象にした【新規講習】と、すべて
の建築士であって協会に登録されている「既
存住宅現況検査技術者」もしくは、長期優良住
宅化リフォーム推進事業者のためのインスペ
クター講習登録団体に登録されている方を対
象とした【移行講習】を本年4月から、全国で開
催しています。
講習の内容は、午前の部では既存住宅流通
市場の動向、国の既存住宅流通促進施策、改
正宅建業法における建物状況調査業務の流れ
および消費者保護の必要性について、そして
午後の部では具体的な調査方法のほか、劣化
事象などの具体例や、改正宅建業法に対応し
て既存住宅状況調査の結果の概要（重要事項
説明用）や報告書についても解説され、より実
務に沿った内容となっています（【移行講習】
は、同内容ではありますが講習時間が短縮さ
れます）。また、この講習は建築CPD情報提供
制度の認定プログラムに登録されています。

 
先に述べました「既存住宅状況調査技術者」
によるインスペクションを行った場合、既存
住宅売買瑕疵保険（個人売主型）における住宅
瑕疵担保責任保険法人（以下、瑕疵保険法人）
による現場検査を省略できるとあるように、
インスペクションと瑕疵保険には関わりがあ
ります。また、瑕疵保険制度は住宅ストック活
用型市場への転換と既存住宅流通の活性化に
は重要な制度であるため、ここでは瑕疵保険
の基本知識の再確認と、現在の状況を紹介い
たします。

義務付けされた瑕疵保険　

2009年10月に施行された住宅瑕疵担保履
行法（特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等
に関する法律）によって、新築住宅（一戸建て
の注文住宅、建売住宅、分譲マンション等）の
「事業者」には「供託」もしくは「保険加入」のい
ずれかによる資力確保措置が義務付けられて
いるのは、ご存知の通りです。ここでいう保険
が瑕疵保険、正確には住宅瑕疵担保責任保険
といい、国土交通省に指定された瑕疵保険法
人（現在は5社）によって取り扱われています。
新築にかかわる瑕疵保険は住宅瑕疵担保履行
法第19条第1号に規定されており、瑕疵保険
加入に際しては、瑕疵保険法人による現場検
査が義務付けられており、資力確保だけでな
く、第三者検査による新築住宅の品質確保に
も寄与しています。

住宅ストック活用・活性化の道筋

既存住宅に係る
瑕疵保険
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任意の瑕疵保険　

また、住宅瑕疵担保履行法の第19条第2号
では、資力確保義務の対象ではない事業者が
任意で加入することができる保険について規
定されており、瑕疵保険法人によって、様々な
保険が各社ごとの特色や特約とともに取り扱
われています。主な保険商品としては、延長瑕
疵保険、リフォーム瑕疵保険、大規模修繕瑕疵
保険、既存住宅売買瑕疵保険（個人型、宅建業
者型）があります。

以下に瑕疵保険に関する知識の再確認と新
たな活用のヒントとなるように、新築瑕疵保険
（住宅瑕疵担保責任保険）とその他任意の瑕疵
保険の特徴を一覧にまとめてみました。

リフォームに係る瑕疵保険

では、任意の瑕疵保険の内、既存住宅流通の
活性化に関わりの深い保険についてご紹介い
たします。

１.リフォーム瑕疵保険
施主が安心してリフォーム工事を行えるよ

うに、保険法人による検査と保証がセットに
なった保険制度が「リフォーム瑕疵保険」で
す。リフォーム事業者が行った工事の瑕疵に
よって生じた損害について、瑕疵担保責任を
負担すべき部分について保険法人からリ
フォーム事業者に対し、保険金が支払われま
す。また、リフォーム事業者の倒産等により瑕
疵担保責任が履行されない場合は、発注者に
対して直接保険金が支払われます。
また、事業者がリフォーム瑕疵保険を利用す
るには保険法人への事業者登録が必要とな
り、登録事業者は登録した保険法人により公
表されるだけではなく、各保険法人の登録リス
トが一般社団法人住宅瑕疵担保責任保険協会
により集約され、同協会ホームページより検索
が可能となっています。これは施主がリフォー
ム事業者を選定する際の一つの判断材料とし
て有効に活用されています（ほかの瑕疵保険
についても同様）。
 

住宅瑕疵保険　保険種別一覧

保険種別 加入義務 加入者 検査 検査実施 瑕疵担保責任の範囲

住宅瑕疵担保責任保険 義務（1号保険） 建設業者（請負人） 2回 保険法人 10年
宅建事業者（売主） ・住宅の構造耐力上主要な部分

・雨水の侵入を防止する部分

延長瑕疵保険 任意（2号保険） 建設業者（請負人） 2回 保険法人 5年、10年
宅建事業者（売主） ・住宅の構造耐力上主要な部分

・雨水の侵入を防止する部分

リフォーム瑕疵保険 任意（2号保険） リフォーム事業者 構造：2回 保険法人 構造部分：5年間
その他：1回 その他：1年間

大規模修繕瑕疵保険 任意（2号保険） 大規模修繕業者 構造：4～5回 保険法人 構造、主要設備：2～５年（耐震10年）
その他：2～3回 オプション1年

既存住宅売買瑕疵保険 任意（2号保険） 宅建事業者 引渡し前：1回 保険法人 5年間または2年間
（宅建業者型）

既存住宅売買瑕疵保険 任意（2号保険） 検査機関 引渡し前：1回 検査機関 1年間または5年間
（個人売主型） リフォームする場合：2～3回

＋
保険法人引渡し前：1回

リフォームする場合：＋1回
（資格者であれば省略可）
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２.既存住宅売買瑕疵保険（個人売主型）
不動産仲介を介した個人間の中古住宅売買
において瑕疵担保責任を負担するのは、基本
的に売主である「個人」となりますが、個人に責
任を負わせること、またその履行は困難である
ことから、瑕疵担保責任期間が引き渡し後1カ
月から3カ月程度で、その責任を負わないとす
る特約も有効とされています。そのため中古住
宅を購入する買主にとっては瑕疵に対する対
応が一つの不安材料となっており、消費者保
護の観点からも保険が整備されることとなり
ました。「個人売主型」は、保証を行なう「検査
機関」が保険へ加入する点が大きな特徴です。
まず、売主となる個人が検査機関に対して検

査と保証を依頼し、検査機関は対象となる住
宅の検査を実施します。検査機関から申し込み
を受けた保険法人は、引渡し前に現場検査を
行なったうえで保険を引き受けることになっ
ています。検査機関と保険法人による2段階の
検査を受けることで、買主に対する保証がされ
ることとなります。なお、売主ではなく買主か
ら検査機関に対して検査と保証を依頼するこ
とも制度上は可能となっています。
また、既存住宅売買瑕疵保険には、宅地建物
取引事業者が買い取った中古住宅を、一般消
費者に再販する際に加入する「宅建業者型」も
あります。
 

※（一社）住宅瑕疵担保責任保険協会　ホームページより

※（一社）住宅瑕疵担保責任保険協会　ホームページより

住宅ストック活用・活性化の道筋
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その他の瑕疵保険

上述した瑕疵保険のほかにも、品確法におけ
る新築住宅の瑕疵担保履行期間の経過後に付
保できる「延長瑕疵保険」、集合住宅（マンショ
ン）の大規模修繕工事に対する「大規模修繕瑕
疵保険」や、保険法人によって各保険をセット
とした（例：リフォーム瑕疵保険＋既存住宅売
買瑕疵保険）商品や、様々な特色が用意されて
いますので、必要に応じた保険の加入や活用
を検討することは、今後のストックビジネスに
おいては重要なことではないでしょうか。

 

リフォームおよび中古住宅売買の市場が拡
大するにつれ、既存住宅インスペクションの重
要性は増しています。インスペクションによっ
て、必要性の高い工事や、それぞれの住まい方
に対してより効果的な工事を選択するための
指針が提示され、中古住宅流通においては立
地や築年数だけでなく、その住宅の持つ性能
や問題点などの判断材料が消費者に提供され
ます。今回の講習制度によって、その評価がよ
り明確に、また客観性を持つこととなり、消費
者に安心感をあたえることにつながります。ま
た、今後も展開されるであろう様々な補助事業
において、状況調査技術者によるインスペク
ションが要件となることも想定されます。
瑕疵保険制度については、例えばリフォーム
工事（特に少額の）における瑕疵保険は、工事
額に対してその保険料の占める割合が高くな
ること（例えば100万円の工事の保険料は現
場検査手数料を含めると、工事内容によって

異なるが3万円～ 7万円となる）、保険期間が
短い（構造耐力上主要な部分などで5年、その
他1年）、保険法人による現場検査のスケ
ジュール調整が煩雑であるなどから、リフォー
ム瑕疵保険に積極的ではないという意見もよ
く耳にします。しかし、瑕疵保険を申し込む際
には保険法人への事前登録が必要となってお
り、そしてその登録には保険法人が定める基準
を充たしていなければならず、これは発注者
（施主、お客様）に対して、「第三者による基準
をクリアした」事業者であると示すことであ
り、保険加入の際の保険法人という「第三者に
よる現場検査」が実施される点においても、第
三者による検査をクリアするだけの技術力を
持っている、またはその自信があることのア
ピールにつながるのではないでしょうか。昨今
のインターネットの普及の中でクチコミサイ
トなどからヒット商品が生まれることも珍し
くありません。つまりはクチコミ＝第三者によ
る評価が消費者に大きな影響を与えているこ
とがうかがい知れます。
今後のリフォームおよび既存住宅流通市場
においては、第三者評価をうまく活用し、消費
者に対して提示することはより重要となって
くるでしょう。今回ご紹介した制度について
も、ただ講習を受ける、瑕疵保険に加入すると
いうだけではなく、それぞれの制度の精神を理
解したうえで、実際の業務に落とし込みなが
ら、制度の活用がいかに消費者のメリットにつ
ながるかをきちんと説明すること、できること
によってお客様からの信頼獲得につながるの
ではないでしょうか。

既存住宅状況調査技術者
講習制度および

瑕疵保険制度の活用方法

リフォーム編2018   93

特
集




